
「
女
性
活
躍
推
進
法
」が
な
ぜ
？

　「
女
性
活
躍
推
進
法
」
は
、
各
事
業
主
に
事

業
所
で
の
女
性
活
躍
の
状
況
把
握
、課
題
分
析
、

さ
ら
な
る
女
性
活
躍
の
た
め
の
行
動
計
画
策

定
、
届
出
、
公
表
を
求
め
て
い
ま
す
。

　
な
ぜ
今
そ
の
よ
う
な
法
律
を
わ
ざ
わ
ざ
制
定

す
る
必
要
が
あ
る
の
で
し
ょ
う
。
日
本
に
は
31

年
前
、
１
９
８
５
年
に
制
定
さ
れ
た
「
男
女
雇

用
機
会
均
等
法
」
が
あ
り
、こ
の
法
律
に
は
「
労

働
者
の
募
集
、
採
用
、
配
置
、
昇
進
、
降
格
、

教
育
訓
練
、
福
利
厚
生
、
職
種
、
雇
用
形
態
の

変
更
、
退
職
の
勧
奨
、
労
働
契
約
の
更
新
に
つ

い
て
、
性
別
を
理
由
と
し
て
、
差
別
的
な
取
り

扱
い
を
し
て
は
な
ら
な
い
」
と
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
つ
ま
り
、
す
で
に
職
業
上
の
男
女
平
等

の
権
利
は
保
障
さ
れ
、
人
は
性
別
に
よ
ら
ず
平

等
に
活
躍
で
き
て
い
る
は
ず
な
の
で
す
。ま
た
、

多
く
の
女
性
は
職
場
や
家
庭
で
十
分
に
活
躍
し

て
い
る
と
自
認
し
て
お
り
、
こ
れ
以
上
活
躍
を

求
め
ら
れ
て
も
負
担
増
を
感
じ
る
だ
け
で
す
。

　
し
か
し
、
男
女
平
等
の
進
み
具
合
を
示
す
世

界
経
済
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
２
０
１
５
年
「
ジ
ェ
ン

ダ
ー
ギ
ャ
ッ
プ
指
数
」（
経
済
、
教
育
、
政
治

及
び
保
健
分
野
の
デ
ー
タ
か
ら
作
成
）
で
、
世

界
１
４
５
カ
国
中
、
日
本
は
１
０
１
位
。
欧
米

各
国
だ
け
で
な
く
、
ア
ジ
ア
の
タ
イ
（
60
位
）、

中
国
（
91
位
）
よ
り
も
下
回
り
ま
し
た
。
こ
れ

は
「
政
治
」
と
「
経
済
」
の
分
野
で
指
導
的
な

立
場
に
い
る
女
性
が
少
な
い
、
つ
ま
り
、
女
性

の
管
理
職
が
少
な
く
、
１
日
当
た
り
の
無
償
労

働（
家
事
労
働
）時
間
の
男
女
間
ギ
ャ
ッ
プ（
女

性
の
無
償
労
働
時
間
が
長
い
）
が
最
も
高
い
国

の
一
つ
だ
か
ら
で
す
。

　
1946 年 第 1 回総選挙「婦人参政権」行使
 日本国憲法発布、教育基本法公布
 労働省婦人少年局設置
1975 国際女性年、国連婦人の 10 年（1985 年まで）
1979 女子差別撤廃条約採択
1985 男女雇用機会均等法公布
 女子差別撤廃条約批准
 労働者派遣法成立
1991 育児休業法公布
1993 パートタイム労働法成立
1995 育児介護休業法成立、世界女性会議（北京）
1997 介護保険法公布
2007 ワーク・ライフ・バランス憲章・行動指針
2015 女性活躍推進法成立

女性と労働に関する日本の歩み 真
の
男
女
共
同
参
画
社
会
へ

　「
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
」
で
は
性
差
別
の

な
い
雇
用
が
う
た
わ
れ
ま
し
た
。
そ
の
後
経
済

変
動
と
雇
用
形
態
の
多
様
化
に
よ
り
、
非
正
規

労
働
が
増
大
。
実
態
的
に
は
女
性
の
出
産
、
育

児
で
の
離
職
は
多
い
ま
ま
、
再
就
職
時
に
は
多

く
の
女
性
が
非
正
規
労
働
に
流
れ
、
男
性
同
様

の
活
躍
を
す
る
に
は
至
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
け

れ
ど
今
日
本
は
、
超
高
齢
社
会
を
迎
え
、
新
た

な
労
働
力
の
発
掘
は
不
可
欠
で
、
女
性
は
そ
の

重
要
な
力
と
な
る
こ
と
も
期
待
さ
れ
て
い
ま

す
。
そ
の
た
め
に
は
、
職
場
、
地
域
社
会
、
家

庭
等
ど
こ
で
も
男
女
が
等
し
く
活
躍
で
き
る
こ

と
が
必
要
な
の
で
す
。
　
　
　
　
　
　（
桑
山
）

清瀬市役所は
働く女性を応援します
　働く女性とイクメンへのメッ
セージ。「いろいろなことにチャ
レンジし、まちづくりや次の世
代にこのまちをどう引き継ぐの
か、女性の視点から見て、仕事
に生かしてほしい」。「共働きが
当たり前な世の中。家事・育児
を男性が共に担うのは当然。子
どもはあっという間に大きくなる
ので、男性も子育てに参加し、
子どもとのいい思い出をたくさ
ん作ってほしい」。
　女性活躍推進法に基づく行
動計画を清瀬市でも策定しまし
た。現在正規職員の管理職は
４人と少ないのですが、女性に
も、積極的にチャレンジしてほ
しいと考えています。
　北口再開発の時に様々な要
因が重なって、財政的に厳しく

なり、人件費を減らす努力をし
てきました。その中で正規職員
の代わりに嘱託職員（非正規雇
用）を採用し、現在は約 290 人。
嘱託職員にも育児・介護、年
次有給休暇制度を設けたり、勤
続年数に期限をつけないなど
働く環境を整えています。
　自身も「朝食の準備、風呂
掃除、ゴミ出し」はしています。
　日本は、少子高齢など様々な
問題が山積しています。国はもっ
と積極的に施策を進めてほしい
し、小さいながらも清瀬市も頑
張りたいと思います。　  （安井）

ライフスタイルの変化に合わせ
て、柔軟に働き方を変更できる
仕組みを設けています。

仕事と生活の調和の上で、
いきいきと働いてほしい
　支店長としては、従業員には
しっかりとやりがいをもって働
き、家庭や地域でも充実した
時間を過ごしてほしいと思って
います。自身も読書など自己研
鑽や、家庭行事や友人との親
交の時間として、休暇や退社
後の時間を意識的に確保して
います。　　　　　　　（成田）

女性による改革、商品企画
　2003 年のりそなショック以
降、実施された様々な経営改
革のひとつに、女性社員による
経営直轄の諮問機関「りそな
ウーマンズカウンシル」の活動
があります。仕事と家庭の両立
のための提案や、育児や介護
に関するセミナーの開催を通じ
て、働きやすい環境を整えてき
ました。また、女性の視点を商
品開発にも活かし、乳がんなど
の病気に備えた３大疾病保障
特約付きの女性向け住宅ロー
ンなど、新しい商品も数々生ま
れています。

女性が働きやすい職場環境
　従業員の約６割が女性です
が、社 員、スマート社 員（勤
務時間や業務範囲を限定可
能）、パートナー社員（パート
タイマー）などの職種があり、

1991　バブル崩壊　
就職氷河期始まる

2008　
リーマンショック

男性教諭育休取得中！
　以前から教職員の職場環境
の整備を行い、特に育児休業

（育休）については、毎年４人
程度の職員が取得しています。
しかも現在は男性教諭が育休
取得中です。実は、そのように
育休を取りやすくなってきたの
はここ数年のこと。ある女性教
諭が出産に際し、間隔をあけ
ずに二度産休、育休を取得し
ました。それまでは制度はあっ
ても、取得する人は少なかった
のですが、それを機に多くの職
員が取得するようになり、今は
当たり前のこととして園に定着
しました。
　我が家では最初の子が生ま
れた時、幼稚園教諭である妻
はすでに園長で、職場をなか
なか離れる訳にはいきませんで
した。そこで理事長で現場にい
ることが少ない私が育児を担い
ました。料理が好きということ

もあり、食事は今も私が作って
います。我が子の育児から多く
のことを学びました。子どもは
すぐに大きくなってしまうので、
父親も大事な時を共に過ごさな
ければもったいない。
　とはいっても、環境が整わな
くてはそれも難しい話です。当
園では産休、育休の取得、離
職者の復職に性別を問わず対
応します。さらに卒園児保護者
も保育以外のサポートスタッフ
として、短時間労働を確保する
など、園の方針を分かり合った
仲間が、多様な働き方を認め
合い、多様な働き方で支えあう
仕組みを作っています。（桑山）

考
え
よ
う
、
自
分
の
働
き
方

     

認
め
合
お
う
、
み
ん
な
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

〜
女
性
活
躍
推
進
法
を
き
っ
か
け
に
〜

　2016年４月「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）
が施行されました。女性にとって、ほんとうに活躍できる世の中になるためには、私たち
のまわりでどんな変化が必要なのでしょうか。
　今号では、これまでの男女共同参画社会への歩みを振り返りながら、今の自分の働き
方を見つめ、さまざまなライフスタイルから、自分らしい形を選択できるように考えます。

（安井）

女性活躍推進法を受け、清瀬市内の企業（事業所）にインタビューさせていただきました

りそな銀行　清瀬支店長
藤田秀幸さん清瀬市　副市長　　

中澤弘行さん

ゆりかご幼稚園 理事長
内野光裕さん

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）
民間企業（労働者３０１人以上）及び国、地方公共団体…義務
民間企業（労働者３００人以下）…努力義務
１ 現状を把握・課題分析
   ① 採用者に占める女性比率
   ② 勤続年数の男女差
   ③ 労働時間の状況
   ④ 管理職に占める女性比率
２ 目標値を含めた行動計画の策定、届出、社内周知、公表
３ 女性の活躍状況の公表

目的：豊かで活力のある社会の実現を図るために、女性が自ら
の意思によって職業生活を営み、また営もうとする女性の個性
と能力が十分に発揮されることが重要である。そのために、①
採用や昇進等の機会の積極的な提供およびその活用、②職業生
活と家庭生活の円滑で継続的な両立のための環境整備、③職業
生活と家庭生活の両立に関し本人の意思が尊重されること、を
基本原則として女性の職業生活の活躍を推進する。
　事業主はこの目的に従って右記のような行動計画を作ること
を求められています。

「均等法」31年
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